
目次

１．問題の所在

２．ホールドアップ問題とロイヤルティの積み上げ（royalty

stacking）問題

（１） ICT 製品の特徴とロイヤルティの積み上げ問題

（２） 標準策定のプロセスとホールドアップ問題

３．ホールドアップ問題とロイヤルティの積み上げ問題を抑制

する手段

４．SEPをめぐる特許紛争に対する救済策

（１） 米国のMicrosoft vs. Motorola 事件地裁判決

（２） アップル=サムスン事件知財高裁判決

（３） 小括

５．結語

注釈と参考文献

１．問題の所在

近年，特に ICT（情報通信技術）分野の製品に実装

される技術標準に必要不可欠な特許（標準必須特許

（Standard Essential Patents）；以下 SEP）をめぐっ

て，世界的に特許紛争が頻発している(1)。こうした特

許紛争においては，特許権者によって「公正で合理的

かつ非差別的な」条件でライセンスを行う旨を事前に

宣言（FRAND宣言）された SEPに対する差止請求権

の制限の可否や，SEPのライセンスの対価として要求

されたロイヤルティが「合理的」か否かが大きな争点

となってきた。

これらの争点について考察を進めるためには，SEP

の特許権者やライセンシーがどのような経済的意思決

定を行い，これがどのような効果をもたらすかを考慮

した上で法解釈を行うことが重要となる。このため，

欧米においては SEP をめぐる問題について経済学者

と法学者による共同研究が盛んに行われ，一定の学術

的知見が蓄積されてきた。しかし一方で，我が国にお

いてはこの種の共同研究は極めて少ないのが現状であ

り，ともすれば SEP をめぐる諸問題に対する有機的

な理解を妨げているように思われる。

そこで本論文では，経済学者と法学者による共同研

究を通じて，SEPをめぐるライセンス交渉の帰結がい

かなる要因によって規定されるかを，経済学的な先行

研究の展望を通じて明らかにし，SEPをめぐるあるべ

き知的財産権の運用ルールや法解釈のあり方を日米の

裁判事例に言及しながら考察する。

２．ホールドアップ問題とロイヤルティの積み上

げ（royalty stacking）問題

（１） ICT製品の特徴とロイヤルティの積み上げ問題

典型的な ICT 製品は，いくつかのコンポーネント

を組み合わせた形で製品が構成される。スマートフォ

ンでは多種多彩な機能が実現されるが，これらの機能

はそれを実現するコンポーネントを実装することに
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本稿は，経済学者と法学者による共同研究を通じて，標準必須特許（SEP）をめぐって行われる（事後的な）

ライセンス交渉の帰結がいかなる要因によって規定されるかを，経済学的な先行研究の展望を通じて理論的観

点から明らかにする。そこでは，標準を形成するSEPの特許権者が分散している状況と標準の形成プロセス

の特徴が，特許権者による事前コミットメントである FRAND宣言の実効性の欠如をもたらし，ホールドアッ

プ問題とロイヤルティの積み上げ問題という 2つの問題を引き起こすことが示される。こうした理論的分析

を踏まえて，米国でのマイクロソフト対モトローラ事件と日本におけるアップル対サムスン事件の 2つの裁

判を取り上げ，これらの判例が基本的にはSEPをめぐる問題に対して経済学的知見を取り入れているものの，

FRAND料率の算定方法の考え方については模索段階であることを明らかにする。これを通じて，SEPをめ

ぐるあるべき知的財産権の運用ルールや法解釈のあり方を考察する。
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よって可能となる。こうした機能を製品上で実現する

ためには，各コンポーネントの適切な機能の保証やコ

ンポーネント間の互換性・相互運用可能性を確保する

ことが必須となる。この点に必要不可欠な役割を果た

しているのが技術標準である。加えて，技術標準をめ

ぐっては，しばしば同一標準のユーザーが増加するに

つれて当該技術標準を利用する価値が増加するという

ネットワーク効果が強く作用する特徴を持つ。このと

きには，技術標準はそれを体化した製品の価値を増大

させることを意味するから，ICT製品にとって製品の

存立そのものを左右する極めて重要な要素となるので

ある。

一般に，新しい技術標準は新たな技術的知見を体化

しているから，標準は特許権によって保護される。一

方で，ICT製品の複雑化・高度化を反映して，現代で

は 1つの技術標準が非常に多数の補完的な技術によっ

て構成され，これらの技術の特許権者は分散される傾

向にある(2)。Heller & Eisenberg や Shapiro は，この

ような状況下では，多数の SEP を用いる際のライセ

ンス料の総額は極めて高いものとなり，標準技術の普

及を妨げる可能性が生じることを示した(3)。この問題

は「ロイヤルティの積み上げ問題」と呼ばれるもので

ある。

ここでは，完全に補完的な 2 つの SEP の特許権者

A・Bが行うライセンス料の決定が，この種の問題を

引き起こす理由について述べる。そこで，SEPの特許

権者Aのライセンス料の決定問題について考えよう。

経済学的には，利潤を最大化しようとする特許権者A

は，ライセンス料をわずかに上昇させたときに得られ

る収入の増加分（限界収入）と費用の増加分（限界費

用）を等しくするようなライセンス料を選択する。特

許権者 Aによるライセンス料の上昇は，標準のユー

ザーが支払うべきライセンス料の総額を増加させ，そ

の製品の価格を引き上げることになるであろう。この

結果，製品に対する需要は低下し，特許権者A・B両

者に対するライセンス支払額を低下させる。しかし，

特許権者 Aは自らに対するライセンス支払額の低下

の効果を織り込む一方で，特許権者Bに対する支払額

の低下の効果を織り込んで意思決定を行うことはない

（負の外部効果）。それ故，特許権者はライセンス料の

限界収入を過大に評価し，過大なライセンス料をもた

らすことになる。標準を構成する補完的な SEP の特

許権者は全て同様の意思決定を行うから，結果として

SEP 全体のライセンス料の総額は過大なものとなる。

すなわち，標準を構成する複数の SEP が必要不可欠

であり，かつ SEP の特許権者が複数存在するときに，

ロイヤルティの積み上げ問題が生じるのである。

ただし，この現象は SEP の特許権者間でのコー

ディネーションが欠如しているときに生じる問題であ

ることに留意することが重要である。技術標準をめ

ぐってパテントプールが形成され，特許権者間での意

思決定のコーディネーションが行われる場合には，外

部効果の内部化を通じてロイヤルティの積み上げ問題

を解消することができるからである。しかし現実に

は，パテントプールを通じたコーディネーションはし

ばしば困難であるから，依然としてロイヤルティの積

み上げ問題が生じるリスクが存在していると考えるこ

とができよう。

（２） 標準策定のプロセスとホールドアップ問題

ICT 製品に関連する技術標準を関連当事者間の

コーディネーションを図りながら策定する場が標準策

定機関（Standard Setting Organization；以下 SSO）

である。SEP の特許権者が SSO による標準策定後に

ライセンスを拒絶するといった行動を採れば，策定さ

れた標準の普及は阻害されることになる。このため

SSO は，SEP の特許権者に標準策定後に標準の普及

を妨げる戦略的行動を行わない旨の事前のコミットメ

ントを行うことを要求する。具体的には，SSOは，標

準策定のプロセスにおいて，メンバーに SEP の存否

の開示や FRAND 宣言の遵守を内容とするパテント

ポリシーの受け入れを要求した上で，これらのポリ

シーを受け入れたメンバーによって開発された技術を

用いて標準を策定する(4)。

図１ 標準策定のタイミング

SSO の標準策定に関するタイミングは，図 1のよう

にまとめることができる。SSO のメンバーは SSO の

パテントポリシーに応じて，標準策定以前の段階で
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SEP の開示や FRAND 宣言を行う。しかし，SSO 自

体は，運営費用の問題から開示された SEP の特許性

に関して技術的な調査・検討を行わないし，独占禁止

法上の違法な協調行動に問われるリスクを回避するた

め事前の段階でライセンス条件について関与しないの

が一般的である。このため，特許権者による FRAND

宣言が実際に何を意味するのかは不確定のまま残され

ることになる。また，標準に採用される SEP の数や

種類，標準を利用するユーザーの数やメンバー，市場

の環境に極めて大きな不確実性が存在するために，特

許権者やユーザーは標準策定以前の段階でライセンス

交渉を行おうとしないから，事前の段階で SEP をめ

ぐるライセンス条件を規定することは困難となる。

加えて，標準のユーザーは実際のライセンス交渉の

段階までに標準の実装に関して大きな投資を行うのが

一般的である。この種の投資は他の代替的な標準技術

に転用できない性質を持つ関係特殊資産（rela-

tion-specific assets）への投資となり，その費用はサ

ンクする性格を持つ。さらに，ライセンス交渉の段階

においても SEP の特許性や技術的範囲には大きな不

確実性が残されるから，実際のライセンス交渉では交

渉決裂時にあり得る特許訴訟を意識して交渉が行わ

れ，交渉当事者は訴訟の帰結（特許権侵害と判示され

たときの損害賠償額や差止請求認容時の帰結）を予測

しながら交渉に臨むことになる。特に，差止請求が認

容されたときには，標準のユーザーは特許権侵害を回

避するような製品開発や製品デザインの変更を行う必

要に迫られるが，これに要する費用もまたサンクする

性質を持つのである。経済学的には，Williamson が示

したように(5)，ライセンス交渉の際に既にサンクコス

トを伴う投資が行われていたり，交渉決裂時に事後的

にサンクコストを支払う必要性が予想されているとき

には「ホールドアップ問題」と呼ばれる問題が生じる

ことが知られている。そこで以下では，この問題が生

じることを確認し，その含意を考えよう(6)。

ある技術標準に係る SEP の特許権者と製品生産を

行う標準のユーザーとのライセンス交渉を考える。最

も単純な交渉を考えれば，各交渉当事者は，交渉決裂

時に得られるであろう利益（威嚇点）を上回る利益が

交渉を通じて実現できる場合に交渉を成立させようと

するであろう。それ故，交渉の利益＝交渉成立時の両

交渉当事者の利益の合計（結合利潤）−交渉決裂時の

結合利潤（威嚇点の合計）がプラスになるときに交渉

が成立し，交渉の利益を交渉当事者に配分するような

帰結が生じると考えられる。

SEP をめぐるライセンス交渉が，SSO による標準

策定前の時点（事前的）で行われるときには，当該

SEPと代替的な技術が存在するから，標準のユーザー

の威嚇点は最善の代替的な技術がもたらす利益とな

る。すると，交渉の利益は，当該 SEPが最善の代替的

な技術に対して有する増分価値（incremental value）

となることが分かる。交渉の利益 VAのうち特許権者

が獲得できる比率βを特許権者の交渉力と定義する

と，SEPの対価（RA）は RA＝βVAと表現できること

になる。すなわち，SEP の特許権者による FRAND

条件へのコミットメントが，事後的に行われるライセ

ンス交渉を標準策定以前の段階で行った場合に成立し

たであろう帰結に合致させる姿勢を意味するものと理

解すれば，理論的な FRAND 料率は当該 SEP が持つ

増分価値の一定割合になるのである。

次に，標準策定後（事後的）に行われる現実の交渉

の帰結を考えよう。標準策定のプロセスで標準のユー

ザーは当該標準に特殊な資産への投資をライセンス交

渉に先立って行う。こうした投資の費用はサンクコス

トとなるから，交渉決裂時のユーザーの威嚇点（従っ

て威嚇点の合計）はこのコスト分 K だけ低下する。

標準のユーザーはライセンス交渉に先立ってサンクコ

ストを伴う投資を行うことを通じて，いわば「失うも

のが大きくなり」交渉上の地位が低下するというホー

ルドアップに直面することになるのである。一方で，

交渉の利益は K だけ増加するから，事後的な交渉に

おける技術の対価（RP）は，RP＝βVA＋βKと表現

できることになる。それ故，事後的なライセンス交渉

において特許権者が得る対価は，理論的なFRAND料

率である右辺第 1項を超えた過大なものとなることが

わかるのである(7)。

３．ホールドアップ問題とロイヤルティの積み上

げ問題を抑制する手段

経済学者や法学者は，ホールドアップ問題に対処す

るために様々な手段を提案してきた。前節で論じたよ

うに，ホールドアップ問題を引き起こす根本的な原因

は，実際のライセンス交渉の際にサンクコストが生じ

る結果として，SEP の特許権者が行う FRAND 宣言

に対するコミットメントの実効性が欠如することに

あったから，これらの提案は特許権者によるコミット
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メントの実効性を高めようとする点に特徴を見出すこ

とができる。

この種の提案の第一は，Ohana, et.al. に代表される

ライセンス条件の事前開示である(8)。これは，SEPの

特許権者に標準策定後に適用されるライセンス料率の

開示を求める条項を，SSOのパテントポリシーに盛り

込もうとするものである。この提案は，標準策定前の

時点で SEP となる可能性を持つ特許の権利者にその

対価についての情報を提示させることによって，事後

的に標準を実装しようとするユーザーに特許権に対す

る評価の機会を付与する。加えて，自らの特許権を

SEPにしようとする特許権者は，他の代替的な技術を

考慮に入れながら対価を設定しようとするから，SEP

となる特許権の対価は理論的な価値である事前の増分

価値に近いものとなることが期待できるのである。

第二の提案は，Swanson & Baumol によって提起さ

れた事前オークションである(9)。事前段階でのオーク

ションを通じて，標準の SEP となる可能性を持つ特

許権の権利者は，他の代替的技術を保有するライバル

企業と SEP の地位の獲得をめぐって競争を行うこと

になる。Swanson & Baumol が示したように，こうし

た事前段階での競争は SEP 利用の対価を事前の増分

価値に等しくすることに寄与する。

しかし，これらの SSOに対する提案は，多くの問題

があり現実にはほとんど採用されていない。第一の問

題は，SSOによって策定される標準が実際にどのよう

に普及するかが予測できない事前の段階では，特許権

者がライセンス条件に関わる情報を提示したり，オー

クションに参加するインセンティブが決定的に欠如す

る点である。第二に，Sidak が指摘するように(10)，

SEP の地位をめぐって特許権者側だけに事前の競争

を促すことは，逆に標準のユーザー間の協調を促す可

能性を秘めており，結果として SEP に対する対価を

過剰に低下させる危険性がある点である。最も重要な

第三の問題は，これらの提案がホールドアップ問題を

軽減することには寄与するものの，ロイヤルティの積

み上げ問題の解消には寄与しないという点にある。現

代の ICT 製品の標準を構成する SEP の数は非常に多

数であり，SEP 間の技術的関係も複雑化しているか

ら，単に 1 つの SEP をめぐるライセンス条件の事前

的な開示や事前オークションを行ったとしても，依然

としてロイヤルティの積み上げ問題の発生を抑制する

ことはできないのである。

この第三の問題点を考慮に入れ，ホールドアップ問

題とロイヤルティの積み上げ問題の双方の解決を目指

すのが，Contreras による疑似プール（Pseudo-pool）

アプローチである(11)。このアプローチでは，標準策定

前に標準を構成する SEP に対して擬似的なパテント

プールを形成し，関連当事者間で当該標準の利用に対

する総ライセンス料を決定しようとする点に大きな特

徴を持つ。SEP の特許権者は標準策定後に標準の

ユーザーと個々に交渉を行い，標準利用に係る総ライ

センス料と交渉が成立した SEP の数に基づいて個々

の SEP の対価を得ることになる。このアプローチで

は，事前段階で擬似的なプールを想定することによっ

てホールドアップ問題の回避を行いつつ，擬似的なパ

テントプールでの総ライセンス料決定のプロセスで

SEP の特許権者間のコーディネーションを行うこと

によって，ロイヤルティの積み上げ問題の解消を図ろ

うとするのである。

このアプローチは，ホールドアップ問題とロイヤル

ティの積み上げ問題の双方の解決を目指そうとする点

で，SEPの特許権者による事前のコミットメントの実

効性を高める有力なアプローチとなりうる。一方で，

実際に SEP の特許権者が受け取るライセンスの対価

は理論的な対価である事前の増分価値とどのような関

係を持つかは明らかではない。このため，SEPの特許

権者が擬似的なパテントプールに参加するインセン

ティブが確保可能か否かは不明のまま残されているの

である。

４．SEPをめぐる特許紛争に対する救済策

FRAND 宣言された SEP をめぐって上で論じた 2

つの問題が生じるときには，特許紛争に対する救済策

は，これらの問題がもたらす悪影響を抑制するような

措置となる必要がある。前節で論じたアプローチは，

主に標準の策定を行う SSO のあり方を論じたもので

あり，事後的な紛争の解決策としては必ずしも有益な

ものとは言えない。そこで本節では，第 2節で論じた

経済学的な考え方が，近年の SEP をめぐる特許紛争

においてどのように取り扱われているかについて，近

年の日米の 2つの著名な特許訴訟の事例を取り上げて

検討を行おう。
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（１） 米国の Microsoft vs. Motorola 事件地裁判

決(12)

マイクロソフト対モトローラ事件（2013 年）では，

マイクロソフトが，モトローラのライセンス条件に関

する要求が不合理なロイヤルティ率に基づいており，

同社が IEEE と ITU に対して負っている RAND条件

（FRAND条件と RAND条件は実質的には同義である

ものの，米国では FRAND 条件はしばしば RAND 条

件と呼ばれるから，本項では FRAND の語を RAND

と表現する。）でのライセンス許諾義務に違反し，契約

違反と禁反言にあたると主張して，モトローラが有す

る IEEE 及び ITU に対するコミットメントに服する

全特許について，RAND 条件でのライセンスを有す

ることの確認と，RAND ロイヤルティ率について司

法上の算定を求める訴訟を，ワシントン州西部地区連

邦地裁に提起した。マイクロソフトの主張によれば，

モトローラには RAND 料率でマイクロソフトに特許

権をライセンスする義務があるが，同社は 2 つのオ

ファーレターでRAND義務に違反したという。

裁 判 所 は，1970 年 の Georgia-Pacific 事 件

（Georgia-Pacific Corp. v U.S. Plywood Corp., 318F.

Supp. 1116(S.D.N.Y.1970)）で確立された分析枠組み

に 立 脚 し て 分 析 し た。裁 判 所 は，伝 統 的 な

Georgia-Pacific 基準を修正する必要があると指摘し，

当事者は「仮想交渉」に基づき SEPの当該標準に対す

る重要性，及び標準と SEP の関係製品に対する重要

性を考慮して，RAND ロイヤルティ料率を設定すべ

きだとした。本判決の特徴は，下記の原則に基づい

て，取引当事者が仮想交渉をベースにすべきことを説

いた点にある。

① RAND ロイヤルティは，標準を広めるという

目的に沿ったものでなければならない

② RAND ロイヤルティはホールドアップ問題と

ロイヤルティの積み上げ問題を回避できるもので

なければならない。

③ RAND ロイヤルティは，SEP 保有者が合理的

な見返りを受けられるものでなければならない。

④ RAND ロイヤルティは，特許技術自体の経済

的価値に基づくべきであり，標準に組み込まれた

ことによる増加価値ではない。

⑤ 特許技術の評価に当たっては，標準に係る当該

特許技術と代替性がある技術との比較が考慮され

る。

このように，裁判所は上記の原則に基づいて伝統的

な Georgia-Pacific の 15 要素に修正を加えた。結論と

して，モトローラの H.264 SEP ポートフォリオの

RAND ロイヤルティ料率は，1 個あたり 0.555 セント

（料率の上限は 16.389 セント，下限は 0.555 セント）で

あるとした。この料率及び範囲は，マイクロソフトの

ウィンドウズ及び Xbox 製品の両方に適用される。

H.264 標準を使用するその他のマイクロソフト製品に

ついて，ロイヤルティ料率は 0.555 セントとした。ま

た，モトローラの 802.11 SEP ポートフォリオの

RAND ロイヤルティ料率は，1 個あたり 3.471 セント

（料率の上限は 19.5 セント，下限は 0.8 セント）である

とした。この料率及び範囲は，マイクロソフトの

Xbox 製品に適用される。802.11 標準を利用するその

他のマイクロソフト製品について，ロイヤルティ料率

は 0.8 セントとした。

このように，本判決ではホールドアップ問題やロイ

ヤルティの積み上げ問題を回避するような RAND 料

率が具体的に算出されている。そこで，RAND 料率

の算定方法を探ることによって，その背後にある考え

方について検討しよう。上述のように，本判決を貫い

ている顕著な特徴は，SEP の特許権者（モトローラ）

とユーザー（マイクロソフト）が標準策定前の時点で

ライセンス交渉を行うと想定した場合に生じるライセ

ンス料率を RAND 料率と見なしている点である。

ホールドアップ問題が，現実のライセンス交渉がユー

ザーによる標準特殊的投資が行われた後に行われるこ

とによって発生することを想起すれば，こうした仮想

交渉を通じて得たライセンス料率は，SEPの事前的な

増分価値を反映していると考えることができる。

一方で，事前的な増分価値を算出するためには，標

準策定の段階で当該 SEP と代替的な関係にあった技

術の価値を評価する必要があるが，現実にはこの種の

評価を行うことは極めて困難である。そこで判決で

は，標準策定直後(13)に形成された当該標準と関連性の

高いパテントプールに注目し，こうしたパテントプー

ルにおいて成立しているライセンス料率を参照して

RAND 料率を算定した。パテントプールは SEP の特

許権者間のコーディネーションを通じてロイヤルティ

の積み上げ問題を解消する手段と考えられるから，

ホールドアップ問題が生じるリスクが比較的小さい標

準策定直後の関連パテントプールを参照する限り，こ

うした算定方法は 2つの問題に対処する現実的な救済
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策として一定の合理性を持つと言えよう。

SEP の特許権者とユーザー間での仮想交渉を関連

するパテントプールを参照しながら分析する場合，仮

想交渉の妥結は当該パテントプールへの（RAND 宣

言を行っている）SEPの特許権者の参加を意味するも

のとなるから，判決では SEP の特許権者のパテント

プールへの参加に係る意思決定を検討し，SEPの特許

権者をパテントプールに参加させるのに最低限必要な

ライセンス料率を RAND 料率の下限と見なした(14)。

具体的には，SEPの特許権者がパテントプールに参加

して自社の SEP のライセンスを行うときの利益 PV

は，1）自社の SEP のライセンスから受け取るロイヤ

ルティ収入(P＋)，2）パテントプールに含まれる知的

財産権にアクセスできることによって生じる利益

(IP)，3）自社の SEP をパテントプールに組み入れる

ことによって生じる（標準の広範な普及による利益と

いった）外部的な利益(E)，4）当該標準の利用に対し

てパテントプールに支払うロイヤルティ支出(P−)の

4 要素によって構成される(15)。すなわち，

PV＝ P＋＋ IP ＋ E− P−

である。一方，SEPの特許権者がパテントプールに参

加しない場合にライセンスを行うときの利益 PA は，

1）パテントプールに参加しない場合に自社の SEP の

ライセンスから受け取るロイヤルティ収入(A＋)，2）

パテントプールに含まれる知的財産権にアクセスでき

ることによって生じる利益(IP)，3）パテントプールに

参加しない場合に当該標準の利用に対してパテント

プールに支払うロイヤルティ支出(A−)の 3 つの要素

から構成され，

PA＝A＋＋ IP − A−

となる。RAND 宣言を行っているがパテントプール

に参加していないモトローラのような SEP の特許権

者に対するRAND料率の下限値は，PV＝ PAを満た

すような A＋で表されるから，上の 2 つの式より

RAND料率は，

A＋＝(P＋− P−)＋ E＋A−

となるのである。

判決においては，①（モトローラのパテントプール

への参加の意思決定を判断するために，類似事業を

行っているとして比較対象とされた）マイクロソフト

がパテントプールに支払うライセンス支出(P−)はラ

イセンス収入(P＋)の 2 倍であり P−＝ 2P＋の関係が

成立する，②マイクロソフトがパテントプールに参加

した理由が主に標準の普及による外部的な利益(E)に

あることに注目し，マイクロソフトのライセンスの赤

字分がこの価値に相当するとして E＝ P＋の関係が成

立する，③パテントプールに参加しないときに当該標

準を利用するために支払うロイヤルティ支出(A−)

は，パテントプールに参加するときのそれ(P−)の 1.5

倍であるとして A＋＝ 1.5P−＝ 3P＋の関係が成立す

る，と判示した。それ故，判決では①〜③の要素から

RAND料率(A＋)を 3P＋として求めることができると

した。この結果，請求額 40 億ドルに対して認容額 180

万ドル（請求額の約 1/2000）となったのである。

（２） アップル=サムスン事件知財高裁判決(16)

本件は，Apple Japan（原告被疑侵害者）が三星電子

（被告特許権者）に対し，「iPhone 4」「iPad 2Wi-Fi +

3G モデル」などを生産，譲渡，輸入等する Apple

Japan の行為は，三星電子が有する「移動通信システ

ムにおける予め設定された長さのインジケータを用い

てパケットデータを送受信する方法及び装置」に関す

る特許権の侵害行為に当たらないなどと主張し，三星

電子がApple Japan に対し，上記行為に係る本件特許

権侵害の不法行為に基づく損害賠償請求権を有しない

ことの確認を求めた事案である。

（１） 本件各製品は，第 3世代移動通信システムない

し第 3世代携帯電話システムの普及促進と付随す

る仕様の世界標準化を目的とする民間団体 3GPP

（Third Generation Partnership Project）が策定

したUMTS規格に準拠した製品である。

（２） 3GPP を結成した標準化団体の一つである

ETSI（European Telecommunications Standards

Institute）は，知的財産権の取扱いに関する方針

として IPRポリシーを定めている。

（３） 控訴人は，ETSI の IPR ポリシーに従って，

2007 年 8 月 7 日，ETSI に対し本件特許を含む

IPR が，UMTS 規格に関する必須 IPR であるか，

又はそうなる可能性が高い旨を知らせると共に，

FRAND条件で取消不能なライセンスを許諾する

用意がある旨（本件FRAND宣言）宣言した。

争点は多岐にわたるが，控訴人による本件特許権に基

づく損害賠償請求権の行使の権利濫用の成否と損害額

に争点を絞って検討する。

原判決（東京地判平成 25 年 2 月 28 日平成 23 年

(ワ)第 38969 号）は，本件各製品の一部について本件
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特許に係る発明の技術的範囲に属しないとする一方，

その残りについては本件特許に係る発明の技術的範囲

に属するとしつつも，サムスンによる本件特許権に基

づく損害賠償請求権の行使は権利濫用に当たると判断

してアップルの請求を全部認容した。また，原決定

（東京地決平成 25 年 2 月 28 日平成 23 年(ヨ)第 22027

号・22028 号）は，本件各製品が本件特許権に係る発明

の技術的範囲に属するとしつつも，サムスンによる本

件特許権に基づく差止請求権の行使は権利濫用に当た

ると判断してサムスンの申立てを却下した。サムスン

はこれらを不服として，本件控訴及び本件抗告を提起

した。

知財高裁判決（知財高判平成 26 年 5 月 16 日平成 25

年(ネ)第 10043 号，同平成 25 年(ラ)第 10007 号・

10008 号）は，特許権者が真摯に交渉に応じない場合

には差止請求に加えて損害賠償請求全てを権利濫用と

する一方，標準化技術利用者が真摯に交渉に応じない

場合には差止と共にライセンス料相当額を超える損害

賠償の支払いまで認めるという枠組みを採用した。ま

た損害額について，UMTS 規格に準拠していること

が売上に貢献している割合に 5％の累積ロイヤルティ

の上限を設け，それを UMTS 必須特許の数（529 個）

で頭割りする方策を採用した。その上で，FRAND条

件でのライセンス相当額を超える損害賠償請求を不認

容とすると共に，同条件でのライセンス相当額の範囲

内にある損害賠償請求については認容した。

判決では，「‥仮に，後に必須宣言特許に基づいて

FRAND条件によるライセンス相当額を超える損害賠

償請求を許容することがあれば，FRAND条件による

ライセンスが受けられると信頼して当該標準規格に準

拠した製品の製造・販売を企図し，投資等をした者の

合理的な信頼を損なうことになる。‥必須宣言特許の

保有者に FRAND 条件でのライセンス料相当額を超

えた損害賠償請求を許容することは，必須宣言特許の

保有者に過度の保護を与えることにな」る（p.129）。

当事者の交渉の経緯などと無関係に，FRAND宣言が

なされているのだから権利濫用とする点で地裁判決と

は一線を画している。FRAND宣言がなされている場

合，定型的に権利濫用を導いており，FRAND宣言が

なされたことが決め手となっている。そして，

FRAND料率の算定に際して累積ロイヤルティに関す

る上限を設定し，「‥個々の必須特許についてのライ

センス料のみならず，個々の必須特許に対するライセ

ンス料の合計額（累積ロイヤルティ）も経済的に合理

的な範囲内に留まる必要があると解すべきである。す

なわち，UMTS規格と同様に，ある規格を実現するた

めには多数の必須特許が存在することがしばしばあ

る。このような場合，個々の特許権に対するライセン

ス料率の絶対値が低廉であったとしてもライセンス料

の合計額は当該規格に準拠することが経済的に不可能

になるほど不合理に大きなものとなる可能性がある。

‥ライセンス料の合計額を合理的な範囲内に留めるこ

とをも FRAND 条件の一内容として含んでいると理

解され」るとした（p.143）。

FRAND料率の算定方法については，製品の売上高

× UMTS 規格の貢献割合×累積ロイヤルティの上限

キャップ÷必須特許数とされ，最善の代替的技術から

の価値の比較を行おうとする経済理論と異なる算定方

法を採用している。具体的には，売上台数（推定）

1200 万台×販売価格（推定）2万円×サムスン特許の

当該規格への寄与率（推定）平均 25％×上限ロイヤル

ティ 5％×規格必須特許に占めるサムスン特許の割合

2/529 ≓ 995 万円となっている。

裁判所は，UMTS 規格の貢献割合の算定に当たっ

て，同規格に準拠していることが製品の「売上高合計

に貢献していると認められる部分のみを基礎とすべき

である」（p.142）としている点に注意する必要がある。

つまり，5％の上限の意味は，売上全額に対する 5％の

上限ではなく，UMTS が売上に貢献している割合の

5％という意味である。結論的には，具体的な

FRAND料率の算定に対しては，必ずしも事前の増分

価値に立脚したものとはなっていないと結論づけられ

る。また，判決では，プールを利用するものの事前段

階での交渉を想定していると理解できない点，及び特

許権者のプールへの参加インセンティブが検討されて

いない点で問題があると考えられる。

（３） 小括

日米の 2つの特許訴訟に対する判決に見られるよう

に，近年の SEP をめぐる特許訴訟に対する判決の動

向は，次の 3点の特徴を持つ。

① SEP をめぐる差止請求を不認容とする傾向に

ある(17)。

② 実際の標準策定後のライセンス交渉において，

SEP の特許権者から提起されるライセンス料率

は技術的価値を上回り，FRAND条件に合致しな
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い過大なものだとされている。

③ 標準が多数の SEP から構成されることを考慮

し，SEP の FRAND 料率に何らかの上限が課さ

れるべきだとされている。

こうした判決動向は，第 2節で論じた経済学的な考

え方と整合的になっている。SEP の特許権者による

差止請求権の無制限の認容や標準のユーザーによる標

準特殊的な投資は，実際のライセンス交渉で標準の

ユーザーの交渉上の地位を低下させるが，①②はこう

したホールドアップ問題を回避するための救済策であ

ると見なせるからである。加えて，SSOによって策定

された標準をめぐっては，特に当該標準に係るパテン

トプールが存在しない場合には，特許権者間のコー

ディネーションの欠如を通じてロイヤルティの積み上

げ問題が生じうる。③はこの問題を回避するために設

けられた措置であると理解できる。

一方で，FRAND料率の算定方法については，日米

の判決で考え方に大きな相異があるように思われる。

両判決は，FRAND料率の算定に当たって関連するパ

テントプールを参照して FRAND 料率算定の基礎と

している。しかし，米国ではホールドアップ問題を回

避するために標準策定前での仮想交渉が行われた場合

のFRAND料率が検討された。加えて，仮想交渉の場

として検討されたパテントプールに SEP の特許権者

が参加するか否かを検討して FRAND 料率を算定し

た。このため，算定されたFRAND料率には，標準の

ユーザーだけでなく SEP の特許権者のインセンティ

ブに対しても明示的検討を加えている点に大きな特徴

を持っている。他方で，日本での判決では，パテント

プールを参照してホールドアップ問題やロイヤルティ

の積み上げ問題を意識しながら FRAND 料率を算定

しようとしているものの，その算定に当たって SEP

の特許権者のパテントプールへの参加インセンティブ

の検討は行われていない。その意味で，日本の判決に

おいては，特にFRAND料率の算定方法について経済

学的な考え方が反映されているか否かは必ずしも明ら

かではない。

５．結語

本稿では，ICT 製品にとって重要な役割を演じる

SEPをめぐって，FRAND宣言を通じて特許権者が行

う事前コミットメントの実効性の欠如が，特許紛争を

引き起こす蓋然性を高める 2つの問題をもたらすこと

を経済学的な観点から示してきた。事前コミットメン

トの実効性の欠如は，標準技術のユーザーの標準特殊

的な投資を通じてホールドアップ問題を引き起こす一

方で，ICT 製品に体化される SEP の特許権者が分散

されている状況を反映して，自己利益を追求する特許

権者の意思決定の帰結が，標準技術全体の総ロイヤル

ティを過大なものとする状況をもたらすのである。

従って，今日 FRAND 宣言された SEP をめぐって

頻発している特許紛争を回避するためには，FRAND

宣言を行う SEP の特許権者による事前コミットメン

トの実効性を高めるような制度を構築する必要があ

る。一方で，そうした制度構築に向けての努力は，

SSO によるパテントポリシーのあり方や運営形態の

模索に向けられている。そこでは，事前コミットメン

トの実効性の欠如がもたらす問題が究極的には標準を

めぐる利害関係者間のコーディネーションの欠如から

生じることを反映して，特許権者に事前段階でより多

くの情報を開示させたり，利害関係者間のコーディ

ネーションを促すような仕組みが追求されているので

ある。

他方，特許紛争に対する救済策のあり方も，将来の

紛争時の参照基準を形成することを通じて事前コミッ

トメントの実効性に大きな影響を与える。本稿でみて

きたように，日米で大きな注目を受けた特許紛争に対

する司法判断は，基本的に経済学が明らかにしてきた

上述の 2つの問題に対応しようとする点で共通してい

る。これらの司法判断は共に，FRAND 宣言された

SEP に対する差止請求の不認容と過大なロイヤル

ティの回避を通じてホールドアップ問題に対処すると

同時に，標準の利用に係る総ロイヤルティに上限を課

すことによってロイヤルティの積み上げ問題に対応し

ようとしたのである。

しかし，具体的な FRAND 料率の算定に当たって，

両判決が用いた方法は――関連するパテントプールを

参照する点で共通するものの――大きく異なるもので

あった。上で見たように，米国で用いられた算定方法

はホールドアップ問題やロイヤルティの積み上げ問題

に対する対応策として一定の合理性を持つ一方で，日

本で用いられたそれは一見もっともらしく見えるもの

の算定に当たって用いられた方法が経済学的合理性を

持つか否かは必ずしも明らかとはなっていない。

FRAND 料率の算定方法や算出された具体的な料率

は，SEP の特許権者の行動に大きな影響を与えるか
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ら，一定の合理性を有するFRAND料率の算定方法の

確立は喫緊の課題となると言えよう。

ICT 製品に関わる標準の確立を市場競争によって

ではなく，関連する当事者間の調整を通じて行うこと

が望ましいという立場に立てば，FRAND料率は利害

関係者が合意可能なものとなる必要がある。本稿で

は，近年の特許紛争に対する司法判断を経済学的に理

解するために，SEPの特許権者による事前コミットメ

ントの実効性の欠如が標準のユーザーに与える効果に

焦点を当てた形で議論を進めてきた。しかし，最近の

経済学的な議論は，こうした議論に疑問を提示しつつ

ある。

第一に，標準策定後の交渉においては，SEPの特許

権者だけでなく標準のユーザーも戦略的行動を採りう

るとの指摘がある。標準のユーザー企業と同様に，

SEPの開発企業が行う研究開発投資も，一般にはその

費用がサンクする投資となる。Geradin が強調するよ

うに，こうした SEP の開発企業によるサンクコスト

を背景にすれば，ライセンス交渉が標準策定後に行わ

れる状況においてもユーザー企業は戦略的行動を採用

して，SEPの特許権者をホールドアップ（逆ホールド

アップ問題）させることができる(18)。この問題が生じ

るときには，理論的な SEP の価値である事前の増分

価値自体が過小なものとなる可能性がある。

第二に，SEPの特許権者のサンクコストが重要なと

きには，事後的なライセンス交渉において，むしろ特

許権者側の交渉上の地位が弱くなる可能性があり，こ

の結果標準技術の開発インセンティブの低下が生じう

るという点を挙げることができる。この種の指摘によ

ると，上述の考え方は標準のユーザー企業のインセン

ティブのみに焦点を当てた静学的な議論であり，標準

技術の開発者のインセンティブをも考慮したより動学

的な議論を行って問題を検討すべきであることにな

る。一般に，交渉の当事者双方がサンクコストを伴う

投資を行うときには，サンクコストの効果が相対的に

重要な当事者のインセンティブをより重要視すべきと

の帰結が生じることが知られている(19)。実際，

Ganglmair, et. al. は，標準の開発企業の意思決定を明

示的に考慮した理論モデルを構築し，SEPの価値が大

きく開発企業のサンクコストが重要なものになるとき

には，静学的な議論に基づく事前の増分価値による

FRAND料率の決定はかえって開発企業の開発インセ

ンティブを低下させうることを示したのである(20)。

第三に，ホールドアップ問題とロイヤルティの積み

上げ問題を同時に考慮するときに，理論的なFRAND

料率がどのように規定されるかが必ずしも明確になっ

ていない点を挙げることができる。Layne-Farrar, et.

al. は，標準が複数の補完的な SEP によって構成され

るとき，SEP の特許権者の SSO への参加が，他の

SEP の特許権者の開発インセンティブに影響を与え

る可能性があることに着目した。彼らは，この可能性

が重要になるときには，事前の増分価値として

FRAND料率を規定するという救済策のあり方が，イ

ノベーターの SSOへの参加インセンティブを阻害し，

標準の普及に悪影響を与える可能性があることを理論

的に明らかにした(21)。それ故，救済策のあり方を検討

するためには，関連当事者の開発インセンティブや投

資インセンティブだけでなく，SSOへの参加インセン

ティブにも着目する必要がある。

第四に，司法によるFRAND料率の決定自体がイノ

ベーターの開発インセンティブにマイナスの効果をも

たらすとの指摘も行われている。一般に，司法当局は

SEP の開発企業や標準のユーザー企業よりも SEP の

評価を行うために必要な情報を有していない。このた

め，司法当局はFRAND料率の決定に関して誤った判

断を行う可能性を持つ。Denicolo, et. al. は，司法判断

において，FRAND料率を超えるライセンスの対価は

訴訟を通じて認容されない一方で，FRAND料率を下

回るあらゆるライセンスの対価は認容されることに着

目した。彼らは，司法によるこの判断の非対称性が標

準のユーザー企業の交渉上の地位を上昇させ，事後的

な再交渉を通じて決定されるライセンス料の低下と，

イノベーターの開発インセンティブの低下をもたらす

ことを示したのである(22)。

ICT製品の標準策定は，多様な利害関係者のインセ

ンティブに影響を与えることを通じて，技術開発や標

準の普及を規定する。近年展開されている議論は，こ

うした多様な利害関係者のインセンティブが利害関係

者の技術，それらの間の関係，研究開発や設備投資に

伴うサンクコストの状況，司法上の救済策の態様と

いった多様な要因に依存することを示している。この

ことは，SEPをめぐる特許訴訟の場で展開されている

FRAND料率の算定方法をめぐる司法判断の流れに注

目することの重要性を教えている。FRAND料率の算

定自体が多様な利害関係者のインセンティブに最も大

きな影響を与える要因だからである。
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〔付記〕 本稿脱稿後，校正段階で，公正取引委員会

「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（平成

27 年 7 月 8 日）の一部改正(案)に接する機会を得た。

これに関する検討は，他日を期したい。
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